
令 和 ２ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 元 年 度
予 算 額

増 減 増 減 率

Ａ B Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ

８８億５，４３２万円 １０億２，０１４万円 １１．５

（９３億５，０００万円） （５億２，４４６万円） （５．６）

１４億　　２５７万円 ７，０１２万円 ５．０

（１４億　　３２６万円） （６，９４３万円） （４．９）

２億３，５８４万円 ９２２万円 ３．９

（２億３，５８４万円） （９２２万円） （３．９）

５億７，６９４万円 △２８３万円 △０．５

（５億７，６９４万円） （△２８３万円） （△０．５）

４２７万円 △４２７万円 皆減

（４９４万円） （△４９４万円） （皆減）

４，５３２万円 ０万円 ０．０

（４，５３２万円） （０万円） （０．０）

６９３万円 ３４万円 ４．９

（６９３万円） （３４万円） （４．９）

１４億７，７８５万円 １，８９３万円 １．３

（１４億７，９６７万円） （１，７１１万円） （１．２）

５億８，５１３万円 ２億５，８５０万円 ４４．２

（６億　　１９８万円） （２億４，１６５万円） （４０．１）

３０億　　９６０万円 △４，３７５万円 △１．５

（３０億１，０２６万円） （△４，４４１万円） （△１．５）

１６１億９，８７７万円 １３億２，６４０万円 ８．２

（１６７億１，５１４万円） （８億１，００３万円） （４．８）

令和２年度の予算の概要

※令和元年度予算は上段に当初予算、下段の（　）書きに６月補正による政策予算を加えた額を記載

（合計に合わせるため万円未満で調整しています）

　３月開会の赤平市議会第1回定例会において令和２年度の各会計予算が可決され
ました。
　新年度の予算においても、効率・効果的な予算編成に努めました。令和２年度
は、「第６次赤平市総合計画」の各施策の基本方針に基づき、地域公共交通現況
実態調査、合同墓整備費、統合小学校建設費のほか、赤平版市民アンケート経費
を含む広聴予算などを計上しました。

会 計 区 分

一 般 会 計 ９８億７，４４６万円

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 １４億７，２６９万円

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 ２億４，５０６万円

下 水 道 事 業 特 別 会 計 ５億７，４１１万円

霊 園 特 別 会 計 会計廃止

用 地 取 得 特 別 会 計 ４，５３２万円

介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計 ７２７万円

介 護 保 険 特 別 会 計 １４億９，６７８万円

水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計 ８億４，３６３万円

病 院 事 業 （ 企 業 ） 会 計 ２９億６，５８５万円

合 計 １７５億２，５１７万円



令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度

当 初 予 算 額 予 算 額
７億９，３４１万円 ０．５

（７億９，３４１万円） （０．５）

５，８２１万円 １１．８

（６，０７１万円） （７．２）

１５２万円 △４２．８

（１５２万円） （△４２．８）

２１６万円 △２８．１

（２１６万円） （△２８．１）

２１８万円 △３３．６

（２１８万円） （△３３．６）

― 皆増

（―） （皆増）

２億１，８３３万円 ４．０

（２億１，８３３万円） （４．０）

７３２万円 皆減

（７３２万円） （皆減）

５８６万円 △２２．５

（５８６万円） （△２２．５）

２０７万円 △５９．０

（２０７万円） （△５９．０）

４２億５，０５７万円 ３．２

（４２億５，０５７万円） （３．２）

７０万円 ０．０

（７０万円） （０．０）

２，９９６万円 △４．９

（２，９９６万円） （△４．９）

３億９，５２３万円 △８．０

（３億９，５２３万円） （△８．０）

９億１，２８３万円 ４３．２

（１０億３，９９７万円） （２５．７）

４億　　５００万円 △０．４

（４億　　７８１万円） （△１．１）

２，７０６万円 △５．２

（２，７０６万円） （△５．２）

２億５，０００万円 ６０．０

（２億５，０００万円） （６０．０）

７億１，２６０万円 △１０．２

（７億３，０５５万円） （△１２．４）

３，０００万円 ０．０

（１億５，９１３万円） （△８１．１）

７，１１２万円 ７．０

（１億４，３９７万円） （△４７．２）

６億７，８１９万円） ６３．４

（８億２，１４９万円） （３４．９）

８８億５，４３２万円 １１．５

（９３億５，０００万円） （５．６）

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

一般会計予算の内訳（歳入）

  前年度の６月補正後と比較すると、市税は、消費税率改正に伴う税制改正の影響により軽自
動車税が前年度比４５７万円の増加となり、市税全体で３８０万円の増加となりました。地方交
付税は国の地方財政計画の結果などにより１億３，６２０万円の増加となり、一般財源の財源
対策として財政調整基金より２億２，８１４万円、市債の償還により減債基金より１億２，６９６万
円を繰入れることとしました。

区 分 構 成 比 増 減 率

市 税 ７億９，７２１万円 ８．１

地 方 譲 与 税 ６，５１１万円 ０．７

利 子 割 交 付 金 ８７万円 ０．０

配 当 割 交 付 金 １５５万円 ０．０

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 １４５万円 ０．０

法 人 事 業 税 交 付 金 ６００万円 ０．１

地 方 消 費 税 交 付 金 ２億２，６９６万円 ２．３

自 動 車 取 得 税 交 付 金 ― ―

環 境 性 能 割 交 付 金 ４５４万円 ０．０

地 方 特 例 交 付 金 ８５万円 ０．０

地 方 交 付 税 ４３億８，６７８万円 ４４．４

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 ７０万円 ０．０

分 担 金 及 び 負 担 金 ２，８４９万円 ０．３

使 用 料 及 び 手 数 料 ３億６，３５０万円 ３．７

国 庫 支 出 金 １３億　　７１９万円 １３．２

道 支 出 金 ４億　　３５１万円 ４．１

財 産 収 入 ２，５６６万円 ０．３

寄 附 金 ４億　　　　　　円 ４．０

繰 入 金 ６億３，９８５万円 ６．５

繰 越 金 ３，０００万円 ０．３

諸 収 入 ７，６０７万円 ０．８

市 債 １１億　　８１７万円 １１．２

総 合 計 ９８億７，４４６万円 １００．０



※　用語解説

市 税
市民税や固定資産税・軽自動車税などの市民のみなさまに納めていただく税
金です。

地方消費税交付金 地方消費税（道税）のうち、市に交付される資金です。

地 方 交 付 税
地方公共団体の財政不均衡を是正し、必要な財源を保障するため、国から
地方公共団体に対して交付される資金です。国税のうち、所得税・法人税・酒
税などの一部が充てられます。

分担金及び負担金 老人ホームなどに入所されている方に負担していただくものです。

使用料及び手数料
市の施設などを利用された方や、サービスの提供を受けられた方に納めてい
ただくものです。

国 庫 支 出 金
国が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称です。国庫負担
金・国庫補助金・国庫委託金などがあります。

道 支 出 金 北海道が使途を特定して地方公共団体に交付する資金です。

繰 入 金 基金などから繰入れる資金です。

市 債
地方公共団体が歳入の不足を補うために金銭を借り入れることによって負う
債務のうち、償還期間が一会計年度を超えるものをいいます。

そ の 他 地方譲与税・各交付金・財産収入・諸収入などがあります。



○目的別とは、歳出を行政分野ごとに分類したもの。

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度

当 初 予 算 額 予 算 額

６，３５６万円 ６．２

（６，３５６万円） （６．２）

５億４，５５１万円 ６９．０

（５億６，４６７万円） （６３．３）

２０億６，７４７万円 △９．５

（２１億６，９０２万円） （△１３．８）

５億２，０８１万円 ０．４

（５億２，４５０万円） （△０．３）

３４９万円 ６．３

（３６４万円） （１．９）

１億２，７１３万円 ６．０

（１億３，３７８万円） （０．７）

１億１，７２９万円 △０．６

（１億１，９９９万円） （△２．９）

６億４，５９８万円 ７０．４

（９億３，８２６万円） （１７．３）

３億８，５５０万円 ３．６

（３億８，５５０万円） （３．６）

６億７，５７３万円 △０．４

（７億２，９５３万円） （△７．８）

８億４，３０６万円 ３．０

（８億４，３０６万円） （３．０）

１６億８，２４７万円 ６．１

（１６億９，８１７万円） （５．２）

１１億５，６３２万円 ２０．２

（１１億５，６３２万円） （２０．２）

２，０００万円 ０．０

（２，０００万円） （０．０）

８８億５，４３２万円 １１．５

（９３億５，０００万円） （５．６）

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

一般会計予算の内訳　（目的別歳出）

　前年度の６月補正後と比較し、総務費は、防災行政無線整備事業やふるさと納税の
増加などにより、前年度比で３億５，７３９万円増加し、民生費では、愛真ホーム除却の
完了、プレミアム付商品券事業の終了などにより２億９，８７４万円減少、土木費は地域
住宅建設事業の増加などにより１億６，２３６万円の増加、職員給与費は会計年度任用
職員制度導入などにより、２億３，３１６万円増加となりました。

区 分 構 成 比 増 減 率

議 会 費 ６，７４８万円 ０．７

総 務 費 ９億２，２０５万円 ９．３

民 生 費 １８億７，０２７万円 １８．９

衛 生 費 ５億２，３１０万円 ５．３

労 働 費 ３７１万円 ０．０

農 林 水 産 業 費 １億３，４７２万円 １．４

商 工 費 １億１，６５５万円 １．２

土 木 費 １１億　　　６２万円 １１．２

消 防 費 ３億９，９３３万円 ４．０

教 育 費 ６億７，２７５万円 ６．８

公 債 費 ８億６，８５１万円 ８．８

諸 支 出 金 １７億８，５８９万円 １８．１

職 員 給 与 費 １３億８，９４８万円 １４．１

予 備 費 ２，０００万円 ０．２

歳 出 合 計 ９８億７，４４６万円 １００．０



※　用語解説

議 会 費 市議会の運営に充てられる費用です。

総 務 費 企画政策や庁舎管理、戸籍事務、選挙などにかかる費用です。

民 生 費
体の不自由な方や高齢者・子どもなど、福祉の充実のためにかかる費用で
す。

衛 生 費 市民の健康管理やゴミ処理などにかかる費用です。

労 働 費 労働行政にかかる費用です。

農 林 水 産 業 費 農林水産業の振興・発展などにかかる費用です。

商 工 費 商工業の振興や企業立地、観光施設の整備などにかかる費用です。

土 木 費 道路や橋、公園の整備や改修、公営住宅の建て替えなどにかかる費用です。

消 防 費 消防や救急活動にかかる費用です。

教 育 費
幼稚園や小中学校などの学校教育や、社会教育、スポーツ振興などの充実
にかかる費用です。

職 員 給 与 費 市職員にかかる給料などにかかる費用です。

公 債 費 市が借りているお金を返済するための費用です。

そ の 他 諸支出金、災害復旧費などがあります。



○性質別とは、歳出を経済的性質を基準に分類したもの。

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度

当 初 予 算 額 予 算 額

１２億７，２３６万円 １５．６

（１２億３，７８２万円） （１８．８）

１１億　　６８４万円 △３．４

（１１億８，５６１万円） （△９．９）

１５億９，１６３万円 ２．９

（１５億９，２２４万円） （２．９）

１５億９，９６０万円 △３．１

（１６億８，７１０万円） （△８．２）

６億４，８２８万円 ９８．５

（９億８，７２８万円） （３０．４）

― 皆増

（―） （皆増）

３億３，９２６万円 △５．５

（３億４，５３９万円） （△７．３）

８億４，３０６万円 ３．０

（８億４，３０６万円） （３．０）

７，６２６万円 １４５．３

（７，８７６万円） （１３７．５）

３億６，１９４万円 ２０．２

（３億６，５４５万円） （１９．１）

１，９１６万円 １０．６

（１，９１６万円） （１０．６）

９億７，５９３万円 ０．６

（９億８，８１３万円） （△０．６）

２，０００万円 ０．０

（２，０００万円） （０．０）

８８億５，４３２万円 １１．５

（９３億５，０００万円） （５．６）

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

一般会計予算の内訳　（性質別歳出）

　前年度の６月補正後と比較し、統合小学校建設事業や防災行政無線整備事業などに
より普通建設事業費が２億９，９６８万円の増加、会計年度任用職員制度導入などによ
り人件費が２億３，２６５万円の増加、ふるさと納税寄附見込み額の増加に伴い、積立
金が１億８３２万円の増加となりました。また、プレミアム付商品券事業の減少により扶
助費が１億３，７８０万円の減少、臨時的任用職員賃金の減少により物件費が１億１，６
８１万円減少しました。

区 分 構 成 比 増 減 率

人 件 費 １４億７，０４７万円 １４．９

物 件 費 １０億６，８８０万円 １０．８

補 助 費 等 １６億３，８１４万円 １６．６

扶 助 費 １５億４，９３０万円 １５．７

普 通 建 設 事 業 費 １２億８，６９６万円 １３．０

災 害 復 旧 事 業 費 ２，６３６万円 ０．３

維 持 補 修 費 ３億２，０３０万円 ３．２

公 債 費 ８億６，８５１万円 ８．８

積 立 金 １億８，７０８万円 １．９

投 資 及 び 出 資 金 ４億３，５１５万円 ４．４

貸 付 金 ２，１２０万円 ０．２

繰 出 金 ９億８，２１９万円 １０．０

予 備 費 ２，０００万円 ０．２

歳 出 合 計 ９８億７，４４６万円 １００．０



※　用語解説

人 件 費
職員給与、議員、特別職、各種委員会委員の報酬や社会保険料などにかか
る費用です。

物 件 費
旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコン
ピュータ機器の使用などにかかる費用です。

補 助 費 等
他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料などにかかる
費用です。

扶 助 費 生活保護、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉などにかかる費用です。

投 資 的 経 費
道路・橋・学校などの建設や、これらの施設用地取得など、資本形成にかか
る費用です。

維 持 補 修 費 道路や施設などの維持補修にかかる費用です。

積 立 金 基金への積立にかかる費用です。

繰 出 金 一般会計から特別会計や、企業会計へ繰り出すための費用です。



　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられることに伴い、地方消費税

交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てることとされました。

　令和２年度赤平市一般会計予算における社会保障施策経費への充当事業については、下記のとおりです。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる社会保障施策に要する経費

104,429千円

2,059,534千円

（単位：千円）

財源内訳

令和２年度 特定財源 一般財源

当初予算額

障害者福祉事業 611,419 302,647 150,589 0 0 19,221 138,962

高齢者福祉事業 80,204 0 1,528 9,300 11,897 6,984 50,495

児童福祉事業 253,208 98,655 25,764 0 20,352 13,176 95,261

生活保護扶助事業 581,546 430,311 23,044 0 2,500 15,273 110,418

小計 1,526,377 831,613 200,925 9,300 34,749 54,654 395,136

健康増進事業 17,760 0 802 0 1,190 1,916 13,852

救急医療対策事業 3,635 0 0 0 0 442 3,193

予防対策事業 30,156 1,301 0 1,100 2,229 3,101 22,425

母子保健事業 7,412 2,902 1,034 0 2,060 172 1,244

小計 58,963 4,203 1,836 1,100 5,479 5,631 40,714

国民健康保険

特別会計(繰出金)

介護保険

特別会計(繰出金)

後期高齢者医療

特別会計(繰出金)

小計 474,194 20,920 89,978 0 0 44,144 319,152

合計 2,059,534 856,736 292,739 10,400 40,228 104,429 755,002

※　地方消費税交付金（社会保障財源分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当している。

事　業　名

国庫支出金 道支出金 地方債 その他
引上げ分の地
方消費税交付

金
その他

社会福祉

保健衛生

144,789 8,751 34,492 0 0 12,339 89,207

247,529 12,169 6,084 0 0 27,859 201,417

81,876 0 49,402 0 0 3,946 28,528

社会保険


